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(単位：千円)

資産の部
Ⅰ　固定資産
１ 　有形固定資産

 　 土地 22,638,848
 減損損失累計額 △ 2,359 22,636,488

   　建物 23,308,813
 減価償却累計額 △ 6,190,449 17,118,363

  　構築物 1,657,695
 減価償却累計額 △ 653,688 1,004,006

  　機 械 装 置 30,123
 減価償却累計額 △ 23,496 6,627

  　工具 器具 備品 4,272,729
 減価償却累計額 △ 2,656,307 1,616,422

  　図書 4,438,726
 　 美術品 ・ 収蔵品 87,775

    　船舶 4,994
 減価償却累計額 △ 2,855 2,138

 　 車両 運搬具 49,891
 減価償却累計額 △ 32,069 17,821
建設仮勘定 553,995

  　 　有形固定資産合計 47,482,366
２　 無形固定資産

　　特許権 2,729
　　特許権仮勘定 17,190
  　電話加入権 1,666
 　 ソフトウエア 13,425
 　  　無形固定資産合計 35,012

３　 投資その他の資産
 長期貸付金 100
 差入敷金・保証金 508
　 投資その他の資産合計 608

      　固定資産合計 47,517,986
Ⅱ　流動資産

 　 現金及び預金 2,289,388
  　未収学生納付金収入 48,772
  　その他の未収入金 129,463
  　たな卸資産 918
  　前払費用 3,599
  　未収収益 150

短期貸付金 1,400
  　立替金 4,097
　　 　流動資産合計 2,477,789

 資産合計 49,995,776

負債の部
Ⅰ  固定負債
         資産見返負債

        資産見返運営費交付金等 1,430,947
        資産見返補助金等 494,948
      　資産見返寄附金 451,683
     　 資産見返物品受贈額 4,121,397
         建設仮勘定見返運営費交付金 9,602
         建設仮勘定見返施設費 528,096
         建設仮勘定見返補助金等 16,296
         特許権仮勘定見返運営費交付金 17,190 7,070,162

         資産除去債務 31,755
         長期リース債務 3,311

    　  固定負債合計 7,105,229
Ⅱ  流動負債
　  　　運営費交付金債務 145,906
　  　　寄附金債務 476,699
　  　　前受受託研究費等 47,381
　  　　預り科学研究費補助金等 33,489
 　 　　預り金 128,715
　  　　未払金 1,401,137
　  　　リース債務 1,345
 　 　　未払消費税等 1,394
 　 　　賞与引当金 6,679
 　   　流動負債合計 2,242,749

    負債合計 9,347,978

純資産の部
Ⅰ　資本金
 　 　　政府出資金 38,843,454
   　資本金合計 38,843,454

Ⅱ　資本剰余金
　  　　資本剰余金 8,392,513
　  　　損益外減価償却累計額（－） △ 7,544,112
　　　　損益外減損損失累計額（－） △ 2,359
　　　　損益外利息費用累計額（－） △ 3,619
 　   　資本剰余金 合 計 842,420

Ⅲ　利益剰余金
　　　　前中期目標期間繰越積立金 407,200
        当期未処分利益 554,721
        （うち当期総利益554,721千円）
      利益剰余金 合 計 961,922

  純資産合計 40,647,797
     負債純資産合計 49,995,776

貸  借  対  照  表
国立大学法人茨城大学

（ 平 成 ２３年 ３ 月３ １ 日 ）
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(単位：千円)

経常費用
業務費

教育経費 1,250,994
研究経費 830,584
教育研究支援経費 384,057
受託研究費等 480,294
受託事業費等 90,621
役員人件費 186,752
教員人件費

常勤教員給与 6,290,799
非常勤教員給与 365,621 6,656,420

職員人件費
常勤職員給与 2,141,061
非常勤職員給与 402,990 2,544,051 12,423,777

一般管理費 572,537
財務費用

支払利息 12
為替差損 9 22

雑　　損 2,261

経常費用合計 12,998,598

経常収益
運営費交付金収益 6,889,283
授業料収益 4,296,646
入学金収益 654,970
検定料収益 172,711
受託研究等収益

受託研究等収益（国及び地方公共団体） 245,487
受託研究等収益（他の主体） 234,807 480,294

受託事業等収益
受託事業等収益（国及び地方公共団体） 22,132
受託事業等収益（他の主体） 68,489 90,621

寄附金収益 124,680
施設費収益 45,775
補助金等収益 46,401
財務収益

受取利息 316 316
雑　　　益

財産貸付料収入 77,253
入場料収入 13,707
講習料収入 22,777
版権料・特許料収入 5
手数料収入 172
物品等売払収入 14,471
研究関連収入 118,854
その他の雑益 33,386 280,629

資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金等戻入 192,506
資産見返寄附金戻入 111,499
資産見返物品受贈額戻入 53,885
資産見返補助金等戻入 110,464 468,357

経常収益合計 13,550,690

経常利益 552,091

臨時利益
賞与引当金戻入益 1,369
その他臨時利益 677 2,047

臨時利益合計 2,047

当期純利益 554,138

前中期目標期間繰越積立金取崩額 583

当期総利益 554,721

損 益 計 算 書
（ 平 成 ２２年 ４ 月 １ 日 ～　平 成 ２３年 ３ 月３ １ 日 ）

国立大学法人茨城大学

－２－



(単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ･フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 2,339,378
人件費支出 △ 9,921,991
その他の業務支出 △ 555,511
運営費交付金収入 7,255,479
授業料収入 4,094,719
入学金収入 631,127
検定料収入 172,711
受託研究等収入 496,274
受託事業等収入 89,845
寄附金収入 88,521
財産貸付料収入 89,386
補助金収入 73,630
その他の業務収入 206,036
預り金の増加 859

小　計 381,709
国庫納付金の支払額 △ 554,541

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 172,832

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 1,696,135
施設費による収入 586,177

小　計 △ 1,109,957
利息及び配当金の受取額 767

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,109,189

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
リ ス債務の返済による支出 △ 310

キャッシュ・フロー計算書
（平成２２年４月１日　～　平成２３年３月３１日）

－３－

リース債務の返済による支出 △ 310
小計 △ 310

利息の支払額 △ 12
　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 323

Ⅳ　資金増加額（又は減少額） △ 1,282,345

Ⅴ　資金期首残高 3,571,733

Ⅵ　資金期末残高 2,289,388

－３－



(単位：千円）

Ⅰ　当期未処分利益 554,721
当期総利益 554,721

Ⅱ　利益処分額

国立大学法人法第３５条において準用する
独立行政法人通則法第４４条第３項により
文部科学大臣の承認を受けようとする額

教育研究の質の向上・組織運営改善積立金 554,721 554,721

利益の処分に関する書類　（案）
(平成　　年　　月　　日）

－４－



        （単位：千円）

Ⅰ　業務費用
　　　（１）　損益計算書上の費用

業務費 12,423,777
一般管理費 572,537
雑損
財務費用 22
雑損 2,261 12,998,598

　　　（２）　（控除）自己収入等
授業料収益 △ 4,296,646
入学料収益 △ 654,970
検定料収益 △ 172,711
受託研究等収益 △ 480,294
受託事業等収益 △ 90,621
寄附金収益 △ 124,680
財務収益 △ 316
雑益 △ 161,775
資産見返寄附金戻入 △ 111,499
臨時利益 △ 2,047 △ 6,095,564

業務費用合計 6,903,034

Ⅱ　損益外減価償却相当額
損益外減価償却相当額 1,084,806 1,084,806

Ⅲ　損益外減損損失相当額
損益外減損損失相当額 ― ―

Ⅳ　損益外利息費用相当額
損益外利息費用相当額 3,619 3,619

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成２２年４月１日　～　平成２３年３月３１日）

－５－

Ⅴ　損益外除売却差額相当額
損益外除売却差額相当額 53 53

Ⅵ　引当外賞与増加見積額 5,489

Ⅶ　引当外退職給付増加見積額 △ 94,195

Ⅷ　機会費用
国又は地方公共団体の無償又は減額された 37,182
使用料による貸借取引の機会費用
政府出資の機会費用 491,107 528,289

Ⅸ　国立大学法人等業務実施コスト 8,431,097

－５－
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＜重要な会計方針＞ 

当事業年度より、「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（国立大学法人会計基準等検討会

議 平成 23 年 1 月 14 日改訂）」及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指

針（文部科学省 日本公認会計士協会 平成 23年 2月 15日最終改訂）」を適用している。 

 

１． 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

下記を除き、期間進行基準を採用している。 

特殊要因運営費交付金のうち退職一時金   ・・・  費用進行基準 

特殊要因運営費交付金のうち上記以外    ・・・  業務達成基準 

文部科学省が指定する特別運営費交付金   ・・・  業務達成基準 

２． 減価償却の会計処理方法 

（１） 有形固定資産 

    定額法を採用している。 

    耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としているが、主な資産の耐用年数は以下のとおりである。 

      建物         ２～５０年 

      構築物        ２～５０年 

      機械装置       ２～１４年 

      工具、器具及び備品  ２～２０年 

      車両運搬具      ２～７年 

    なお、受託研究収入によって購入した固定資産は、研究期間を耐用年数としている。 

    また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第 84）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用（国立大学 

法人会計基準第 89）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表 

示している。 

 （２） 無形固定資産 

    定額法を採用している。 

    なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいている。 

 

３． 賞与引当金及び見積額の計上基準 

 賞与引当金は、翌期以降の運営費交付金により財源措置がされない職員への賞与の支払いに備えるため、当該職

員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上している。 

 なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外賞与見積

額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上している。 

 

４． 退職給付に係る見積額の計上基準 

 退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上していない。 

 なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第 35 に基づき計算さ

れた退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。 
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５． 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益としている。 

 

６． 国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 （１） 国等の財産の無償使用又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法 

    近隣の地代や物件の貸借料を参考に計算している。 

（２） 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10年利付政府保証債の平成 23年 3月末利回りを参考に 1.255%で計算している。 

 

７． リース取引の会計処理 

   リース料総額が 300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

 

８． 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。 

 

９． 財務諸表及び附属明細書の表示単位 

財務諸表及び附属明細書は、千円未満切捨てにより作成している。 

 

＜重要な会計方針の変更＞ 

 （資産除去債務に係る会計処理） 

  「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（国立大学法人会計基準等検討会議 平成 23年 1月

14日改訂）の改訂に伴い、当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」を適用している。 

  これにより、貸借対照表に損益外減価償却累計額 9,378千円及び損益外利息費用累計額 3,619千円をそれぞれ計上

するとともに、国立大学法人等業務実施コスト計算書に損益外減価償却相当額 9,378千円及び損益外利息費用相当額

3,619千円をそれぞれ計上している。 

 

＜表示方法の変更＞ 

   該当なし。 
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＜注記事項＞ 

 １ 貸借対照表 

   運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額           8,548,121千円 

 運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額                     515,608千円 

 

 ２ キャッシュ・フロー計算書 

  （１） 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 「現金及び預金」     2,289,388千円 

  （２） 重要な非資金取引 

     ① 重要な資産除去債務の計上                      31,755千円 

     ② 無償譲与による資産の取得                                     104,575千円 

 

 ３ 国立大学法人等業務実施コスト計算書 

   引当外退職給付増加見積額には、国からの出向にかかるものを含んでいる。 

 

４ 減損に関する事項 

 【減損を認識した固定資産】 

  （１） 減損を認識した固定資産の用途等、場所種類、帳簿価額等の概要 

区分 用途等 場所 種類 帳簿価格 

東日本大震災

における被災 

五浦地区 

六角堂 

茨城県北茨城市大津

町五浦 727-2 

建物及び建物

附属設備 

229千円 

  （２） 減損の認識に至った経緯 

     東日本大震災に伴う津波被災により、当該資産が滅失したため、除却を決定した。 

  （３） 減損額の内訳 

損益計算書上に計上した金額 －千円 

損益計算書上に記載していない金額 229千円 

   

（４） 処理内容 

     当該資産の使用価値相当額が－千円であると判断し、帳簿価格を－千円まで減損した。 

     また、同日付けで当該資産を除却した。 

  

 【減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）】 

（１） 減損の兆候が認められた固定資産の用途等、場所種類、帳簿価額等の概要 

区分 用途等 場所 種類 帳簿価格 

①市場価格の

低下 

全学業務用 

電話加入権 

茨城県水戸市文京 

2-1-1 外 

電話加入権 1,666千円 

②東日本大震

災における被

災 

水戸地区 

体育館 外 

茨城県水戸市文京 

2-1-1 

建物及び建物

附属設備 

350,703千円 

日立地区 

総合研究棟 外 

茨城県日立市中成沢

町 4-12-1 

〃 2,988,662千円 

阿見地区 茨城県稲敷郡阿見町 〃 0千円 
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阿見宿舎 外 中央 3-21-1 

附属小学校 

中高学年棟 外 

茨城県水戸市三の丸

2-6-8 

〃 163,703千円 

附属中学校 

体育館 外 

茨城県水戸市文京 

1-3-32 

〃 188,996千円 

（２） 認められた減損の兆候の概要 

    ① 固定資産の使用状況等から減損の兆候は見られないが、市場価格が帳簿価額の５０％以上下落してお

り、減損会計基準「二 第１ 減損の兆候」④に該当し、減損の兆候が認められた。 

    ② 東日本大震災における被災により、当該用途に支障のある被害がみられたため、減損会計基準「二 第

１ 減損の兆候」②に該当し、減損の兆候が認められた。 

  （３） 減損を認識するには至らなかった根拠 

  ① 使用価値相当額（再調達価額）が帳簿価額を上回っているため。 

  ② 今後、修繕等の実施を検討中であり、将来使用する見込が存在するため。 

 

 ５ 重要な債務負担行為 

件     名 契約金額 平成 23年度支出予定額 

（中成沢）校舎（Ｅ１棟）改修（設計変更その２） 66,150千円 66,150千円 

（中成沢）校舎（Ｅ１棟）改修電気設備（設計変更その２） 16,800千円 16,800千円 

（中成沢）校舎（Ｓ１棟）外壁ﾀｲﾙ落下防止対策工事 16,275千円 16,275千円 

（中成沢）校舎（Ｅ２･Ｅ５棟）外壁ﾀｲﾙ落下防止対策工事 28,350千円 28,350千円 

（阿見町）校舎（実験研究棟･管理研究棟）外壁ﾀｲﾙ落下防止対策工事 27,720千円 27,720千円 

情報ネットワーク設備改修工事 40,740千円 24,444千円 

財務会計システム更新 39,585千円 39,585千円 

 

 ６ 金融商品に関する事項 

（１） 金融商品の状況 

     当法人は、資金運用については国立大学法人法第 35条により準用する独立行政法人通則法第 47条の規定等

に基づき運用するものとし短期的な預金及び公債等に限定している。 

     未収債権等に係る相手方の信用リスクは、債権管理事務取扱細則に沿ってリスク低減を図っている。 

     資金調達については国立大学法人法第 35 条に基づき文部科学大臣より認可される資金計画に従い効率的に

行っている。なお、借入金の実績はない。 

（２） 金融商品の時価等に関する事項 

       期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。 

 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

（１）現金及び預金 2,289,388千円  2,289,388千円  －千円  

（２）未払金 （1,401,137千円） （1,401,137千円） （－千円） 

（注１）負債に計上されているものは、（ ）で示している 

（注２）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金 

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。 
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（２）未払金 

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。 

 

 ７ 賃貸等不動産に関する事項 

   本学の不動産のうち、賃貸不動産はすべて総額に重要性が乏しいので、記載を省略する。 

 

 ８ 資産除去債務に関する事項 

  （１） 資産除去債務の内容 

         石綿障害予防規則に基づくアスベスト除去費用 

  （２） 支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件 

         見込期間 21年、 割引率 1.7％ 

  （３） 資産除去債務の総額の期中における増減内容 

期首残高（注） 31,211千円 

時の経過による増加額 544千円 

資産除去債務の履行による減少額 －千円 

その他増減額 －千円 

期末残高 31,755千円 

     （注）当事業年度より｢資産除去債務に関する会計基準｣を適用したことによる期首時点における残高である。 

 

 ９ その他国立大学法人等の状況を適切に開示するために必要な会計情報（東日本大震災の被災に関する事項） 

   平成 23年 3月の東日本大震災において被災したが、その状況や影響は次のとおりである。 

  （１） 被害の状況 

    ① 五浦地区 六角堂（茨城県北茨城市大津町五浦 727-2）は震災により、当該建物を構成する資材すべてが 

海上に消失したため、減損のうえ除却の会計処理を行っており、「４ 減損に関する事項【減損を認識した事 

項】」に記載している。 

② その他震災により、破損した設備は「４ 減損に関する事項【減損の兆候】」に記載している。 

  （２） 当該被災が業務に及ぼす影響 

     平成 23年度において入学式の延期、授業開始の遅延、体育館、講堂が修繕のため使用できないなど多岐に 

わたり影響があった。 

  （３） その他 

     被災に伴い、本学が発注した物件及び工事等における納品及び完了が、受注業者の都合により遅延した。 

     これにより当該契約金額である運営費交付金債務について、143,554千円を翌事業年度に繰り越しした。 

 

 10 重要な後発事象 

   該当なし。 
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1.固定資産の取得及び処分、減価償却費並びに減損損失の明細 ・・・・・ １

2.たな卸資産の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２

3.無償使用国有財産等の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２

4.ＰＦＩの明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２

5.有価証券の明細

5-1 流動資産として計上された有価証券 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２

5-2 投資その他の資産として計上された有価証券 ・・・・・・・・・・・ ２

6.出資金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３

7.長期貸付金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３

8.借入金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３
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10-2 貸付金等に対する貸倒引当金の明細・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３

10-3 退職給付引当金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３

11.資産除去債務の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３

12.保証債務の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４

13.資本金及び資本剰余金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４

14.積立金の明細及び目的積立金の取崩しの明細

14-1 積立金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４

14-2 目的積立金の取崩しの明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４

15.業務費及び一般管理費の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５

16.運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

16-1 運営費交付金債務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８

16-2 運営費交付金収益 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８

17.運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

17-1 施設費の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８

17-2 補助金等の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８

18.役員及び教職員の給与の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９

19.開示すべきセグメント情報 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０

20.寄附金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１

21.受託研究の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１

22.共同研究の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１

23.受託事業等の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１

24.科学研究費補助金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２

25.上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

25-1 現金及び預金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３

25-2 資産見返物品受贈額 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３



(1) 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第８４ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第８９ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も

含む。）並びに減損損失の明細 （単位：千円）

当期償却額 損益内 損益外

建物   22,460,847      110,440        4,596   22,566,692    6,065,087      922,627         -         -         -   16,501,604

構築物    1,510,153        1,205            -    1,511,358      618,961       78,832         -         -         -      892,397

機械装置       29,143            -            -       29,143       23,274        2,503         -         -         -        5,869

工具・器具及び備品    1,134,189        4,798            -    1,138,987      835,391       80,841         -         -         -      303,596

船舶          152            -            -          152          152            -         -         -         - 0

車両 運搬具        1,245            -            -        1,245        1,245            -         -         -         - 0

計   25,135,732      116,443        4,596   25,247,579    7,544,112    1,084,806         -         -         -   17,703,467

建物      590,120      152,001            -      742,121      125,362       38,764         -         -         -      616,759

構築物      121,264       25,071            -      146,336       34,726       10,730         -         -         -      111,609

機械装置          980            -            -          980          221          139         -         -         -          758

工具・器具及び備品    2,843,585      297,157        7,000    3,133,742    1,820,916      389,955         -         -         -    1,312,826

図書    4,444,192       41,851       47,317    4,438,726            -            -         -         -         -    4,438,726

船舶        4,842            -            -        4,842        2,703          691         -         -         -        2,138

車両 運搬具       43,795        4,851            -       48,646       30,824        2,893         -         -         -       17,821

計    8,048,780      520,932       54,317    8,515,395    2,014,755      443,176         -         -         -    6,500,640

土地   22,638,848            -            -   22,638,848            -            -     2,359         -     2,359   22,636,488

美術品・収蔵品       84,575        3,200            -       87,775            -            -         -         -         -       87,775

建設仮勘定       76,301      553,995       76,301      553,995            -            -         -         -         -      553,995

計   22,799,724      557,195       76,301   23,280,618            -            -     2,359         -     2,359   23,278,258

土地   22,638,848            -            -   22,638,848            -            -     2,359         -     2,359   22,636,488

建物   23,050,968      262,441        4,596   23,308,813    6,190,449      961,392         -         -         -   17,118,363

構築物    1,631,418       26,276            -    1,657,695      653,688       89,563         -         -         -    1,004,006

機械装置       30,123            -            -       30,123       23,496        2,643         -         -         -        6,627

工具・器具及び備品    3,977,774      301,955        7,000    4,272,729    2,656,307      470,797         -         -         -    1,616,422

図書    4,444,192       41,851       47,317    4,438,726            -            -         -         -         -    4,438,726

美術品・収蔵品       84,575        3,200            -       87,775            -            -         -         -         -       87,775

船舶        4,994            -            -        4,994        2,855          691         -         -         -        2,138

車両 運搬具       45,040        4,851            -       49,891       32,069        2,893         -         -         -       17,821

建設仮勘定       76,301      553,995       76,301      553,995            -            -         -         -         -      553,995

計   55,984,237    1,194,571      135,214   57,043,594    9,558,867    1,527,982     2,359         -     2,359   47,482,366

特許権          847        2,297            -        3,144          415          308         -         -         -        2,729

特許権仮勘定       12,368        8,358        3,536       17,190            -            -         -         -         -       17,190

電話加入権        1,666            -            -        1,666            -            -         -         -         -        1,666

ソフトウェア       69,809            -            -       69,809       56,383        7,796         -         -         -       13,425

計       84,690       10,656        3,536       91,810       56,798        8,105         -         -         -       35,012

長期貸付金        1,300            -        1,200          100            -            -         -         -         -          100

差入敷金・保証金 382 126            - 508            -            -         -         -         - 508

計 1,682 126 1,200 608            -            -         -         -         - 608

(注） 非償却資産　建設仮勘定　本事業年度に実施した「校舎改修事業（工学系）」（中成沢）により、532,234千円が増加している。

減損損失累計額 差引当期末
残高

摘要

有形固定資産
（特定償却資

産）

有形固定資産
（特定償却資
産以外）

期末残高
減価償却累計額

有形固定資産
合計

無形固定資産

非償却資産

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額

投資その他の
資産

―１―



(2)　たな卸資産の明細

（単位：千円）

当期購入・製造・振替 その他 払出・振替 その他

貯蔵品 866 4,164 ― 4,112 ― 918

計 866 4,164 ― 4,112 ― 918

(3)　無償使用国有財産等の明細

面積 機会費用の金額

（㎡） （千円）

自動車保管場所敷地 水戸市文京1-2 12.50 － 36

自動車保管場所敷地 水戸市石川1-3835-1 37.50 － 108

自動車保管場所敷地 日立市鮎川町6-9-21 150.00 － 432

自動車保管場所敷地 つくば市並木2-8 12.50 － 36

自動車保管場所敷地 つくば市並木2-10-1 25.00 － 72

自動車保管場所敷地 つくば市並木4-3-2 12.50 － 36

自動車保管場所敷地 つくば市並木4-10-1 25.00 － 72

自動車保管場所敷地 つくば市吾妻1-1-1 12.50 － 36

小計 287.50 828

職　員　宿　舎 水戸市文京1-1 107.64 RC-B 1,548

職　員　宿　舎 水戸市文京1-2 64.24 RC-C 936

職　員　宿　舎 水戸市石川1-3835-1 91.66 RC-B 1,332

職　員　宿　舎 水戸市石川1-3835-1 64.82 RC-C 948

職　員　宿　舎 日立市鮎川町6-9-21 769.08 RC-C 10,224

職　員　宿　舎 つくば市並木2-8 73.78 RC-D 1,080

職　員　宿　舎 つくば市並木2-10-1 73.78 RC-D 1,080

職　員　宿　舎 つくば市並木4-3-2 64.46 RC-C 948

職　員　宿　舎 つくば市並木4-10-1 64.89 RC-C 948

職　員　宿　舎 つくば市吾妻1-1-1 25.68 RC-B 372

小計 1400.03 19,416

ｼｸﾞﾅﾙﾒﾓﾘｺﾝﾊﾞｰﾀ他 工学部 16,087

小計 16,087

結晶観察部制御ｿﾌﾄ他 工学部 850

小計 850

37,182

(4)　ＰＦＩの明細

     該当がないため、記載を省略する。

(5)　有価証券の明細

(5)－１　流動資産として計上された有価証券

     該当がないため、記載を省略する。

(5)－２　投資その他の資産として計上された有価証券

     該当がないため、記載を省略する。

合計

摘　要種　類 期首残高

当期増加額 当期減少額

期末残高

摘要

土地

建物

工具器具備品

ソフトウェア

区分 種別 所在地 構造

－２－



(6)　出資金の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(7)　長期貸付金の明細

（単位：千円）

回収額 償却額

1,500 ― ― ― 1,500

( 1,400 )

1,500 ― ― ― 1,500

( 1,400 )

(注）( )内の額は、一年以内回収予定金額を内数として記載している。

(8)　借入金の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(9)　国立大学法人等債の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(10) 引当金の明細

(10)－１　引当金の明細

（単位：千円）

目的使用 その他

賞与引当金 14,695 6,679 13,325 1,369
その他は賞与引当金
戻入益である。

計 14,695 6,679 13,325 1,369

(10)－２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(10)－３　退職給付引当金の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(11)　資産除去債務の明細

（単位：千円）

石綿障害予防
規則に基づく
アスベスト除
去費用

31,211 544 ― 31,755

計 31,211 544 ― 31,755

（注）期首残高は、当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」を適用したことによる調整額である。

6,679

6,679

ベンチャー
支援事業
貸付金

計

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要

摘要区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

当期増加額はすべて国立大学法人会計基
準第89による特定の除去費用である。

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

－３－



(12)　保証債務の明細

     該当がないため、記載を省略する。

(13)　資本金及び資本剰余金の明細
（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

政府出資金 38,843,454 ― ― 38,843,454

計 38,843,454 ― ― 38,843,454

資本剰余金

5,155,854 12,305 ― 5,168,160 固定資産の取得

　補助金等 2,762,818 ― ― 2,762,818

　寄附金等 13,315 3,200 ― 16,515 非償却資産の取得

　国からの譲与 72,926 ― ― 72,926

　目的積立金 1,001,206 76,002 ― 1,077,208 固定資産の取得

　政府出資 △ 700,518 ― ― △ 700,518

　損益外除売却
　差額相当額

― △ 4,596 ― △ 4,596 出資財産の除却

計 8,305,601 86,911 ― 8,392,513

損益外減価償却
累計額

6,463,849 1,084,806 4,542 7,544,112 固定資産の除却

損益外減損損失
累計額

2,359 ― ― 2,359

損益外利息費用
累計額

― 3,619 ― 3,619

差引計 1,839,391 △ 1,001,514 △ 4,542 842,420

(14)　積立金等の明細及び目的積立金等の取崩しの明細

(14)－１　積立金の明細

（単位：千円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

前中期目標期間
繰越積立金

― 483,786 76,585 407,200

準用通則法第44
条第1項積立金

403,839 634,488 1,038,327 ―

計 403,839 1,118,274 1,114,913 407,200

(14)－２　目的積立金等の取崩しの明細

（単位：千円）

摘要

費用の発生

資産の購入

583

計 583

金額

区分

資本金

資本剰余金

　施設費等

摘要

当期増加額は、前中期目標期間繰越積立
金として承認された額
当期減少額は、農学部国際交流会館新営
事業による資産の購入及び費用の発生

そ     の     他
農学部国際交流会館新営事業 76,002

計 76,002

当期増加額は、前期未処分利益による積
立
当期減少額のうち、554,541千円は、第１
期中期目標期間終了に伴う国庫返納額。
差額483,786千円は、前中期目標期間繰越
積立金として承認された額

区分

前中期目標期間繰越積立金取崩額
農学部国際交流会館新営事業
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(15)　業務費及び一般管理費の明細

（単位：千円）

教育経費

　　消耗品費 191,619

　　備品費 41,090

　　印刷製本費 33,816

　　図書費 22,806

　　水道光熱費 190,423

　　旅費交通費 60,783

　　通信運搬費 5,417

　　賃借料 14,824

　　車両燃料費 5,407

　　福利厚生費 11,324

　　保守費 85,658

　　修繕費 103,300

　　損害保険料 1,524

　　広告宣伝費 11,476

　　行事費 442

　　諸会費 4,636

　　会議費 230

　　報酬・委託・手数料 35,590

　　奨学費 281,760

　　減価償却費 105,174

　　貸倒損失 4,032

　　交際費 31

    租税公課 52

　　雑費 39,570 1,250,994

研究経費

－5－

研究経費

　　消耗品費 155,443

　　備品費 80,437

　　印刷製本費 12,533

　　図書費 23,597

　　水道光熱費 92,000

　　旅費交通費 73,968

　　通信運搬費 3,364

　　賃借料 20,554

　　車両燃料費 1,054

　　福利厚生費 322

　　保守費 37,384

　　修繕費 38,212

　　損害保険料 10

　　広告宣伝費 2,343

　　諸会費 11,312

　　会議費 17

　　報酬・委託・手数料 4,052

　　減価償却費 254,726

    租税公課 1

　　雑費 19,246 830,584

－5－



教育研究支援経費

　　消耗品費 17,032

　　備品費 1,968

　　印刷製本費 38,630

　　図書費 52,395

　　水道光熱費 23,252

　　旅費交通費 2,067

　　通信運搬費 24,135

　　賃借料 169,424

　　車両燃料費 760

　　保守費 6,133

　　修繕費 3,700

　　損害保険料 9

　　広告宣伝費 2,404

　　行事費 183

　　諸会費 576

　　会議費 5

　　報酬・委託・手数料 3,409

　　減価償却費 24,726

　　交際費 85

　　雑費 13,154 384,057

受託研究費 480,294

受託事業費 90,621

役員人件費

　　報酬 56,631

　　賞与 17,328

　　退職給付費用 106,640

　　法定福利費 6,152 186,752

－6－

法定福利費 , ,

教員人件費

　常勤教員給与

　　給料 3,885,664

　　賞与 1,347,254

　　退職給付費用 421,799

　　法定福利費 636,081 6,290,799

　非常勤教員給与

　　給料 351,116

　　賞与 1,687

　　退職給付費用 17

　　法定福利費 12,800 365,621 6,656,420

職員人件費

　常勤職員給与

　　給料 1,236,871

　　賞与 343,655

　　退職給付費用 364,260

　　法定福利費 196,273 2,141,061

　非常勤職員給与

　　給料 334,107

　　賞与 12,904

    賞与引当金繰入額 6,679

　　退職給付費用 3,591

　　法定福利費 45,706 402,990 2,544,051

－6－



一般管理費

　　消耗品費 71,948

　　備品費 27,149

　　印刷製本費 16,785

　　図書費 10,759

　　水道光熱費 51,776

　　旅費交通費 22,567

　　通信運搬費 21,459

　　賃借料 9,537

　　車両燃料費 2,908

　　福利厚生費 6,949

　　保守費 95,679

　　修繕費 67,797

　　損害保険料 8,184

　　広告宣伝費 21,292

　　行事費 38

　　諸会費 7,037

　　会議費 80

　　報酬・委託・手数料 51,921

　　減価償却費 35,140

　　貸倒損失 61

　　交際費 376

　　租税公課 11,747

　　雑費 31,335 572,537

（注）　常勤・非常勤の定義については、「国立大学法人等の役員の報酬等及び教職員の給与の水準の公表方法等に
ついて（ガイドライン）」（総務大臣策定）による。
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(16)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(16)－１　運営費交付金債務

（単位：千円）

当期振替額

運営費交付金収益
資産見返運営費

交付金
建設仮勘定見返
運営費交付金

特許権仮勘定見
返運営費交付金

小計

平成22年度 ― 7,255,479 6,887,553 204,058 9,602 8,358 7,109,572 145,906

合計 ― 7,255,479 6,887,553 204,058 9,602 8,358 7,109,572 145,906

（注）平成21年度以前に交付された運営費交付金債務の建設仮勘定見返運営費交付金債務のうち1,730千円が損益計算書に含まれております。

(16)－２　運営費交付金収益

（単位：千円）

22年度交付分 合計

5,841,163 5,841,163

171,167 171,167

875,222 875,222

6,887,553 6,887,553

（注）平成21年度以前に交付された運営費交付金債務の建設仮勘定見返運営費交付金債務のうち1,730千円が損益計算書に含まれております。

(17)  運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 

(17)－１　施設費の明細

（単位：千円）

建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金 その他

校舎改修事業
（中成沢）

548,177 528,096 12,305 7,775

営繕事業 38,000 ― ― 38,000

計 586,177 528,096 12,305 45,775

(17)－２　補助金等の明細

（単位：千円）

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返補助金等 資本剰余金
長期預り補助金

等
収益計上

大学改革推進等
補助金

11,456 ― ― ― ― 11,456

研究拠点形成費
等補助金

9,613 ― ― ― ― 9,613

地域産学官連携
科学技術振興事

業費補助金
17,997 ― ― ― ― 17,997

原子力研究環境
整備補助金

1,311 ― 510 ― ― 801

大学生の就業力
育成支援事業

18,150 ― 11,618 ― ― 6,532

設備整備費
補助金

28,350 16,296 12,054 ― ― ―

合計 86,880 16,296 24,182 ― ― 46,401

交付年度 期首残高
交付金当期交付

額
期末残高

合計

業務等区分

期間進行基準

業務達成基準

費用進行基準

左の会計処理内訳

摘要

区分 当期交付額

当期振替額

摘要

区分 当期交付額
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（18）役員及び教職員の給与の明細

（単位：千円／人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

( 67,484 ) (5) ( 106,640 ) (2)

67,484 5 106,640 2

(　　　　－　　   ) (－) (　　　　－　　   ) (－)

6,475 2 － －

( 67,484 ) (5) ( 106,640 ) (2)

73,959 7 106,640 2

(6,697,310) (850) (776,605) (39)

6,813,446 881 786,059 41

(　　　　－　　   ) (－) (　　　　－　　   ) (－)

667,391 1,256 3,609 30

(6,697,310) (850) ( 776,605) (39)

7,480,837 2,137 789,668 71

(6,764,795) (855) ( 883,245) (41)

6,880,930 886 892,699 43

(　　　　－　　   ) (－) (　　　　－　　   ) (－)

673,866 1,258 3,609 30

(6,764,795) (855) ( 883,245) (41)

7,554,796 2,144 896,308 73

（注）　1.　役員に対する報酬等の支給の基準の概要

　　       　役員に対する給与及び退職手当の支給基準は、国立大学法人茨城大学役員給与規程及び役員退職金規程による。

　　　  2.　教職員に対する給与及び退職手当の支給の基準の概要

　　　　　  教職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、国立大学法人茨城大学教職員賃金規程及び教職員退職金規程

　　　　　　による。

　　　　3.　支給人員数は、年間平均支給人員数による。

　　　　4.　法定福利費は、上記に含めていない。

　　　　5.　常勤・非常勤の定義等は、「国立大学法人等の役員の報酬等及び教職員の給与の水準の公表方法等について（ガイド

　　　　　　ライン）」（総務大臣策定）に準じている。

　　　　6.　支給額の（）書きの内数は、承継職員等に係る支給額である。

         7.　非常勤職員数（有期雇用職員、パートタイム職員、非常勤講師、非常勤研究員、TA、RA、留学生SA及びアルバイトの人

　　　　　　数）（大学運営資金による採用者のみ）

         8.　非常勤の年間平均人員の算出方法

　　　　　　年間平均支給人員＝雇用期間×雇用期間ごとの人数÷１２ヶ月

　　　　9.　承継職員以外の者は、非常勤職員、任期付教員及び外国人教師である。

　　　       任期付き教員（12名）給与支給総額　95,937千円 外国人教師（2名）給与支給総額　20,197千円

　　　　　　外国人教師(2名）退職給付金総額　9,453千円

計

計

非常勤

計

非常勤

報酬又は給与 退職給付

合計

区分

役員

教職員

常勤

常勤

常勤

非常勤
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(19)　開示すべきセグメント情報

（単位：千円）

      区　分 学部・研究科等 附属施設 附属学校 小計 法人共通   合  計

業務費用 6,797,451 1,202,858 731,172 8,731,482 3,692,295 12,423,777

　教育経費 823,411 138,408 109,316 1,071,137 179,857 1,250,994

　研究経費 634,164 193,007              100 827,271 3,312 830,584

　教育研究支援経費 15,148 363,359                - 378,508 5,548 384,057

　受託研究費等 275,982 195,456                - 471,439 8,855 480,294

　受託事業費 73,364 7,534                - 80,899 9,722 90,621

  人件費 4,975,379 305,090 621,755 5,902,226 3,484,998 9,387,224

一般管理費 226,411 30,260 37 256,709 315,828 572,537

財務費用                -                -                -                - 22 22

雑損                -                -                -                - 2,261 2,261

小計 7,023,862 1,233,118 731,210 8,988,191 4,010,407 12,998,598

業務収益

  運営費交付金収益 4,865,212 347,375          604,758 5,817,346 1,071,937 6,889,283

　学生納付金収益 5,109,167                - 15,161 5,124,328                - 5,124,328

　受託研究等収益 276,260 196,163                - 472,423 7,871 480,294

　受託事業収益 73,019            7,463                - 80,482 10,139 90,621

　寄附金収益 90,612 13,733 3,419 107,766 16,914 124,680

　施設費収益 7,775 18,155 19,845 45,775                - 45,775

　補助金等収益 21,871 17,997                - 39,869            6,532 46,401

　財務収益                -                -                -                - 316 316

　雑益 19,622 14,898                - 34,520 246,108 280,629

　資産見返負債戻入 275,924 134,482 7,948 418,354 50,002 468,357

小計 10,739,464 750,269 651,132 12,140,867 1,409,822 13,550,690

業務損益 3,715,602 △ 482,849 △ 80,077 3,152,675 △ 2,600,584 552,091

　土地 10,304,818 58,565 4,109,706 14,473,089 8,163,399 22,636,488

　建物 11,657,377 1,789,028 959,789 14,406,196 2,712,167 17,118,363

　構築物 565,599 14,461 87,526 667,587 336,418 1,004,006

　現金及び預金                -                -                -                - 2,289,388 2,289,388

　その他 1,041,931 5,014,349 20,968 6,077,249 870,280 6,947,529

帰属資産 23,569,726 6,876,405 5,177,990 35,624,122 14,371,654 49,995,776

　　 2,531,014千円である。

　　　 業務収益のうち各セグメントに配賦せず「法人共通」に計上したものの主な内容は、本部の運営費交付金収益1,071,937千円である。

　　　 帰属資産のうち各セグメントに配賦せず「法人共通」に計上したものの主な内容は、土地8,163,399千円、建物2,712,167千円、現金及び預金

　　 2,289,388千円である。

　　　 である。

（単位；千円）

減価償却費
損益外減価償却

相当額
損益外減損損失

相当額
引当外賞与
増加見積額

引当外退職給付
増加見積額

　　学部・研究科等 300,202 690,497                - △ 4,114 78,670

　　附属施設 93,127 164,594                - 1,372 36,229

　　附属学校 7,948 59,274                - 3,218 9,350

　　法人共通 50,002 170,439                - 5,012 △ 218,446

(注5)　運営費交付金収益の配賦については、特別教育研究経費及び特殊要因の事項指定経費に係る収益を獲得したセグメントに計上し、人件費相当額を学部

　　　 研究科等、附属施設、附属学校に計上している。

　　　　　　計              583千円

(注4)　減価償却費、損益外減価償却相当額、損益外減損損失相当額、引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額の各区分毎の金額は、以下のと

(注1)　セグメントは、本学の業務に応じて「学部・研究科等」・「附属施設」・「附属学校」に区分し、各セグメントに配賦しなかったものは「法人共通」

　　 に計上している。

(注2)　業務費用のうち各セグメントに配賦せず「法人共通」に計上したものの主な内容は、役員人件費186,752千円、教員人件費767,231千円、職員人件費

(注3)　目的積立金の取り崩しを財源とする費用は次のとおり

　　　　 法人共通           583千円
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(20）寄附金の明細

区分 当期受入 件数

（千円） （件） 当期受入額及び件数には、現物の寄附が含まれている。

現金にかかる寄附  67,589千円　 92件

現金にかかる寄附  20,932千円　 41件

現金にかかる寄附  88,521千円　133件

(21)受託研究の明細

(単位：千円)

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

(22)共同研究の明細

(単位：千円)

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

(23)受託事業等の明細

(単位：千円)

区分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

その他 271 7,871

その他 37,021 174

附属施設 2,309 197,020

合計

学部・研究科等

現物の寄附       138,732千円  436件

現物の寄附        16,089千円  133件

227,254 569

194,496

摘要

4,834

現物の寄附       122,643千円  303件

271

4,008 169,638

190,232 395

6,589 374,530 8,344

3,238

39,037

8,662

30,374

107,519

5,669

32,172 104,054 105,851

108,714

学部・研究科等 ― 73,019 73,019

4,660 1,667

―

その他 ―

合計 ―

合計

―

372,775

合計 37,842

90,621 90,621

17,602 17,602 ―

学部・研究科等

その他

学部・研究科等

170,408

7,871
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(24)科学研究費補助金の明細

(単位:千円）

当期受入額 件数 摘要

(5,850)

―

(41,150)

12,345

(53,500)

16,050

(36,620)

11,256

(109,925)

32,977

(107,351)

32,205

(8,500)

―

(19,300)

5,790

(25,952)

7,777

(350)

―

(1,510)

453

(750)

―

(1,200)

―

(4,700)

―

(500)

―

(417,158)
118,854

若手研究(ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ)

研究成果公開促進費（学
術図書）

特別研究員奨励費

奨励研究 2

研究活動スタート支援 2

83

3

28

120

8

5

25

1

若手研究（Ａ）

若手研究（Ｂ）

新学術領域研究 8

基盤研究（Ｃ）

挑戦的萌芽研究

1

6

合計 298

種目

基盤研究（Ｓ）

基盤研究（Ａ）

基盤研究（Ｂ）

特定領域研究

(注）間接経費相当額は下段、直接経費相当額については、外数で（　）内に記載している。

厚生労働省科学研究費
補助金

1

5

－１２－



(25)主な資産、負債、費用及び収益の明細

(25)－１　現金及び預金

(単位：千円)

区分 金額 摘要

現金 405

当座預金 2,996

普通預金 2,085,985

定期預金 200,000

合計 2,289,388

(25)－２　資産見返物品受贈額

(単位：千円)

区分 金額 摘要

工具器具備品 18,167

図書 4,103,230

車両運搬具 0

ソフトウェア 0

合計 4,121,397

－１３－



平成２２事業年度

決 算 報 告 書

自：平成２２年４月 １日

至：平成２３年３月３１日

国立大学法人茨城大学



（様式２）

平成２２年度 決算報告書

国立大学法人茨城大学

（単位：百万円）

区分 予算額 決算額 差 額 備 考
（決算－予算）

収入

運営費交付金 ７，２５５ ７，２５５ ０

施設整備費補助金 ６１８ ５４８ △７０ （注１）

補助金等収入 ３５ ８６ ５１ （注２）

国立大学財務・経営センター施設費交付金 ３９ ３８ △１

自己収入 ４，９９８ ５，１９６ １９８

授業料、入学料及び検定料収入 ４，７４９ ４，９１４ １６５ （注３）

雑収入 ２４８ ２８１ ３３ （注４）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ７９３ ６６２ △１３０ （注５）

前中期目標期間繰越積立金取崩 ０ ７６ ７６

計 １３，７４０ １３，８６４ １２３

支出

業務費 ９，２２３ ８，５２６ △６９６ （注６）

教育研究経費 ９，２２３ ８，５２６

一般管理費 ３，０３０ ３，３０４ ２７４ （注７）

施設整備費 ６５７ ５８６ △７１ （注８）

補助金等 ３５ ８６ ５１ （注９）

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ７９３ ６７３ △１１９（注１０）

計 １３，７４０ １３，１７７ △５６３

収入－支出 ０ ６８６ ６８６

（注）上記の金額は、すべて百万円未満切捨で表示している。年度計画の「１．予算」の各金額は百万円未満四捨五入

で表示しているため、上記予算額と表示の誤差が生じている。

○予算と決算の差異について

（注１）予算段階において計画していた事業のうち、東日本大震災により工事竣工が遅れた案件があったことから、予

算額に比して決算額が７千万円少額となっている。

（注２）予算段階において予定していなかった国からの補助金の獲得に努めたため、予算額に比して決算額が５千１百

万円多額となっている。

（注３）予算段階において予定していた在籍者数が見込み者数を上回り、授業料収入が１億３百万円増加したことなど

により、授業料、入学料及び検定料収入については予算額に比して決算額が１億６千５百万円多額となって

いる。

（注４）予算段階では予定していなかった財産貸付料収入、科学研究費補助金間接経費の受入増等により、雑収入につ

いては、予算額に比して決算額が３千３百万円多額となっている。

（注５）予算段階では予定していた受託研究費等並びに寄附金の獲得がされなかったため、予算額に比して決算額が１

億３千万円少額となっている。

（注６）業務費については、教員人件費削減等により、予算額に比して決算額が６億９千６百万円少額となっている。

（注７）また、一般管理費については、水戸地区講堂改修工事等により予算額に比して決算額が２億７千４百万円多額

となっている。

（注８）（注１）に示した理由により、予算額に比して決算額が７千１百万円少額となっている。

（注９）（注２）に示した理由により、予算額に比して決算額が５千１百万円多額となっている。

（注１０）（注５）に示した理由により、予算額に比して決算額が１億１千９百万円少額となっている。
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